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『数字はウソつかない。決算書から見えてくる基幹三税の抜本的改革の方向性』 
 

立憲民主党 衆議院議員 福田 昭夫 
 
 

１.消費税の目的を、何故変え続けたのか。 

(１)消費税創設の目的は直間比率の見直しで、増減税同額ではなかったのか。 

(２)消費税の使途を平成１１年度から ①基礎年金 ②老人医療 ③介護に、平成２８年度から 

①年金 ②医療 ③介護 ④少子化対策に充てるとしたのは何故か。 

(３)令和４年度の決算を見ると国・地方の消費税収は３９兆６,５７８億円／還付金は１０兆 

１,６３４億円（還付率２５.６３％）と、巨大な還付金がある消費税は一体誰の為の税金 

なのか。 

(４)消費税は税率を上げれば物価を上げ景気を悪くし経済成長を阻害する上に、少子高齢化が 

進み、働く人が減るのに、全世代型社会保障に相応しい財源なのか。 

 

２.平成元年度から実施した直間比率の見直しが、財政を悪化させ格差社会をつくったのでは 

ないか。 

(１)消費税創設後、名目ＧＤＰが低成長で一般会計税収額があまり増えずに国と地方の債務 

残高が巨大になる一方で、税率の大幅な引き下げにより法人企業の内部留保資金と家計の 

金融資産が増えたのではないか。資料１ 

(２)消費税が直接生み出した巨大な権益と同時に大幅に引き下げられた大企業と富裕層の 

法人税・所得税等によって生み出された巨大権益は、政府の大企業・富裕層の優遇税制に 

よって生み出されたのではないか。資料２ 

消費税還付金（戻し税）が令和４年度で１０兆１,６３４億円もあるのに対し、売上 

１,０００万円以下の小規模事業者やフリーランスの方たち等にはインボイス制度を導入 

してまで、新たに納税させることとしたのは、あまりに不公平なのではないか。 

(３)直間比率の見直しはウソであった事が、一般会計税収（主要税目）の推移を見れば明らか 

ではないのか。資料３ 

(４)消費税は法人税や所得税等の大幅な減税の穴埋めに使われたのが本当ではないのか。資料４ 

(５)消費税創設の代わりに大幅に引き下げられた法人税・所得税等が、財政悪化と格差拡大を 

招いたのではないか。資料５ 

 

３.新自由主義を止めて、経世済民の税制の抜本的改革が必要ではないのか。 

(１)わが国の保有資産と国と地方の債務残高から考えれば、簡単に財政破綻はしないので、 

これまで長らく続けてきてしまった均衡財政ではなく、今こそ積極財政へと改め、日本を 

再生させるべきではないのか。資料６ 

(２)立憲民主党の「不公平な税制の抜本的是正により財源を捻出する会」の提言について資料７ 

 

※答弁要求：財務省（大臣・政務二役・参考人） ※配布資料あり（１～７） 


